別記様式１
基本訓練実施記録簿
船舶所有者名：　　　　　　　　　　　　　
	番
号
	氏名
	訓練
	実施年月日
	訓練機関名
又は自社
	実施場所
(市区町村名
又は船名)
	特例の適用
	備考

	1
	
	生存訓練
	
	
	
	
	

	
	
	消火訓練
	
	
	
	
	

	
	
	応急訓練
	
	
	
	
	

	
	
	安全社会訓練
	
	
	
	
	

	2
	
	生存訓練
	
	
	
	
	

	
	
	消火訓練
	
	
	
	
	

	
	
	応急訓練
	
	
	
	
	

	
	
	安全社会訓練
	
	
	
	
	

	3
	
	生存訓練
	
	
	
	
	

	
	
	消火訓練
	
	
	
	
	

	
	
	応急訓練
	
	
	
	
	

	
	
	安全社会訓練
	
	
	
	
	

	4
	
	生存訓練
	
	
	
	
	

	
	
	消火訓練
	
	
	
	
	

	
	
	応急訓練
	
	
	
	
	

	
	
	安全社会訓練
	
	
	
	
	


(注)１．一つの訓練を複数の訓練機関等で実施した場合は、行を分割し、それぞれについて記載することとし、備考欄に、各訓練機関等で実施した「STCW条約第６章第１規則を担保するための船員労働安全衛生規則第11条第１項に基づく教育及び訓練の実施について」（令和２年４月13日付け国海員第14号。以下「通達」という。）別表第１の科目・能力の証明方法の欄に掲げる各科目の番号等を記載すること。
２．記録の内容に変更（例えば、５年毎の生存訓練及び消火訓練を修了した場合等）があった場合には、変更後の内容を上書きすること。
３．退職、転籍出向、陸上勤務への異動等により自社での基本訓練の実施対象ではなくなった者については、備考欄に対象ではなくなった日及びその事由（例えば、「2023/3/31退職」）を記載すること。この場合、当該者の記録は、当該対象ではなくなった日から５年間保存すること。（保存期間経過後は削除）。
４．次に該当する者については、備考欄に次の「　」とおり記載すること。
①　通達２(2)①の規定により応急訓練及び安全社会訓練の実施を要しない者　⇒「海技免状受有者特例」
②　通達２(2)②の規定により生存訓練及び消火訓練の実施を要しない者　⇒　「海技免状初回受有者特例」
[bookmark: _GoBack]③　通達３(4)の規定により基本訓練の実施を要しない者　⇒「締約国証明受有者」
④　通達４(2)の規定により生存訓練又は消火訓練を修了したとみなすこととした者　⇒「免許講習特例」
⑤　通達４(3)の規定により消火訓練を修了したとみなすこととした者　⇒「消防講習特例」
⑥　通達４(4)の規定により実地訓練の一部を視聴覚教材により受講した者　⇒「一部視聴覚教材代替」

記載例



別記様式１
基本訓練実施記録簿
船舶所有者名：株式会社　○○汽船　　
	番
号
	氏名
	訓練
	実施年月日
	訓練機関名
又は自社
	実施場所
(市区町村名
又は船名)
	特例の適用
	備考

	1
	○○　○○
	生存訓練
	2022/5/1
	○○センター
	横須賀市
	
	

	
	
	消火訓練
	2022/5/2
	○○センター
	横須賀市
	
	

	
	
	応急訓練
	2022/6/15
	自社
	○○丸
	
	

	
	
	安全社会訓練
	2022/6/30
	自社
	千代田区
	
	

	2
	△△　△△
	生存訓練
	2022/5/1
	○○センター
	横須賀市
	
	

	
	
	消火訓練
	2022/5/2
	○○センター
	横須賀市
	
	

	
	
	応急訓練
	
	
	
	海技免状受有者特例
	

	
	
	安全社会訓練
	
	
	
	海技免状受有者特例
	

	3
	××　××
	生存訓練
	2022/8/1
	○○機構
	横須賀市
	
	

	
	
	消火訓練
	2022/8/2
	○○機構
	横須賀市
	
	

	
	
	応急訓練
	2022/7/15
	自社
	千代田区
	
	

	
	
	安全社会訓練
	2022/7/1
	自社
	○○丸
	
	科目1～3

	
	
	
	2022/7/15
	自社
	千代田区
	
	科目4～6

	4
	◇◇　◇◇
	生存訓練
	2022/8/1
	○○機構
	芦屋市
	
	2025/3/31退職

	
	
	消火訓練
	2022/8/2
	○○機構
	芦屋市
	
	

	
	
	応急訓練
	
	
	
	海技免状受有者特例
	

	
	
	安全社会訓練
	
	
	
	海技免状受有者特例
	



